
第２期釜石市人口ビジョン・オープンシティ戦略の概要について 

 

人口減少・少子高齢化に対応し、地方創生を推進するための羅針盤として、2016 年（平成 28 年）3 月に釜石市人

口ビジョン・オープンシティ戦略（地方版総合戦略）を策定、2018（平成 30 年）5 月に「持続可能な開発目標

（SDGs）」の視点を取り入れながら改訂しました。2020（令和 2 年）年 3 月に、国や社会の動向、この 5 年間の取

り組みの成果・課題等を踏まえ、人口ビジョン・オープンシティ戦略を改訂します。 

 

【人口推計と将来展望】※本文 26 ページ 

2016 年策定の釜石市人口ビジョンにおいては、当時の国推計値（2010 年推計）であった 2040 年に 21,503 人とい

う将来推計から、地方創生の推進を図ることで、2040 年に 27,000 人程度の人口規模を維持することを展望しまし

た。最新の国推計値（2015 年推計）では、2040 年に 23,266 人となり、1,800 人程度の改善が見られるものの目標値

には届かず、また、復旧・復興需要の逓減に伴い、今後はさらに人口減少が進展するものと推測されます。釜石市人

口ビジョン・オープンシティ戦略・改訂版では、2040 年に 27,000 人という将来展望を維持しつつ、人口減少時代の

持続可能なまちづくりを探求します。 

 

【人口減少問題における論点】※本文 28 ページ 

人口減少は、域内消費額の減少を招き、生産活動の縮小に伴う雇用の質的・量的悪化や、税収の減少による行政サ

ービスの低下、良質な教育機会の減少、耕作放棄地や空き家の増加、地域公共交通機関の縮小・撤退、消防団や町内

会等に代表される共助機能の低下など、広範囲かつ重大な悪影響を及ぼします。 

人口減少問題における主な論点は４つあり、①社会動態の改善、②出生数の維持、③外貨の獲得・地域内循環、④

あらゆる人材の活躍、へ複合的に取り組んでいく必要があります。 

 

 



【戦略の構成・位置づけ・対象期間】※本文 32 ページ 

本戦略は、釜石市人口ビジョンに示す現状認識をベースに、国や社会の動向、SDGs（持続可能な開発目標）、前期

5 年間で実際に起きたこと、地方創生の理念を統合した、人口減少・少子高齢化対策における羅針盤となる計画で

す。関連する既存の計画とは十分に整合性を図りながらも、本戦略を具現化していくにあたっては、事業の組換えや

新規立案、修正をおこない、震災復興の状況や、並行して策定の進展する市総合計画とも平仄をとりながら、PDCA

サイクルマネジメントを回していきます。本戦略の対象期間は 2020～2024 年度の 5 か年とします。 

【戦略の PDCA サイクルマネジメント】※本文 35 ページ 

市長を本部長とする「釜石市まち・ひと・しごと創生 SDGｓ推進本部会議」における戦略・施策の検討をベース

に、関係団体・市民との対話、市議会における議論、様々な分野で専門的知見を有する「釜石市地方創生アドバイザ

ー」によるフィードバック等を踏まえて、PDCA サイクルマネジメントを確立し、戦略を推進します。 

戦略の進捗を表す KPI（重要な数値目標/状態目標）については、個々の施策単位ではなく、プロジェクト（施策

のかたまり）に紐づける形で、数を絞って設定し、毎年の予算形成プロセスにおいて、KPI や取り組みの状況を鑑

み、分野横断型の議論とともに、施策の立案・統廃合を積極的に行います。 

【戦略の基本理念】※本文 37～40 ページ 

「市民一人ひとりが役割を持ち、真に開かれたまち」の実現のため、歴史が育んだ文化的土壌や、復興プロセス通

じた得られた地域内外の多様なつながりを生かし、人口減少の緩和を図りながら、性別や年齢などに関わらず、市民

一人ひとりが主体性を持ち、活躍できる環境づくりを行うことで、持続可能な地域社会の形成を目指します。 

 

【戦略の KPI・プロジェクト】※本文 60 ページ 

 


